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1. 取り組みの背景
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このような動きを踏まえ、食料品の安定供給維持に向けて、今までの取り組みを見直し、食料品
流通網のあり方を再構築するための取り組みを進めていく

物流分野の現状
• トラックドライバーの不足 (厳しい労働環境と全産業平均を下回る収入状況）
• 需要の増加 (EC市場の拡大、消費者ニーズ多様化による多品種・小ロット輸送増加)
• 更なる供給制限のおそれ (2024年度から働き方改革関連法施行）

→食品物流における従来型の発注から納品までの工程維持が困難になりつつある

行政における取り組み
「物流施策大綱」、「荷主と運送事業者の協力による取引環境と長時間労働の改善に
向けたガイドライン（加工食品、飲料・酒物流編）」
 フードサプライチェーン・サスティナビリティプロジェクト（FSP）
• 製・配・販の各団体が参画し、2022年4月発足
• 持続可能な加工食品物流構築に向けて課題や実態を情報共有し、
サプライチェーン全体の最適化に向けた取り組みを検討

• 検討課題 ①定番商品における発注時間の見直し
②特売品・新商品におけるリードタイムの確保および計画発注化
③納品期限の緩和（2分の１ルール）

日本スーパーマーケット協会の正副会長企業である首都圏4社が協議

 取り組みに向けての経緯
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2. 非効率な事が生じる原因
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3. 取り組み概要
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1. 加工食品における定番商品の発注時間の見直し

2. 特売品・新商品における発注・納品リードタイムの確保

3. 納品期限の緩和 1/2ルールの採用

4. 流通BMSによる業務効率化

 商品を確定数で運んで中間在庫を減らすために･･･

 全体最適で効率の改善を目指す

 減った在庫で食品ロスをさらに減らすために･･･

 上記をさらに効率化するために･･･
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 物流課題解決に向けた取り組み

(1) 加工食品における定番商品の発注時間の見直し

加工食品における定番商品の店舗発注時間を前倒し

→お取引先様の夜間作業の削減および調整作業時間確保の実現

(2) 特売品・新商品における発注・納品リードタイムの確保

特売品・新商品の計画発注化を進める

確定した発注データをもとに商品や車両の手配ができる環境を整備

→緊急手配等の作業負担軽減、積載効率および実車率の向上

(3) 納品期限の緩和（1/2ルールの採用）

180日以上の賞味期間の加工食品における「1/2ルール」採用

→商品管理業務の負担軽減による食品物流効率化への貢献

(4) 流通BMSによる業務効率化

卸売業と小売業間の受発注方式における標準化された流通BMSの導入

→高速通信による作業時間確保、伝票レス・検品レスによる業務効率化
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4. 各取り組みについて
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② 課題

納品期限ルールが企業ごとに異なるため、メーカーや卸売業にて出荷日調整作業など商
品管理業務の負担増加が発生

→賞味期限180日以上の加工食品に対する1/2ルールへの統一が提案

A社：1/3ルール

B社：1/2ルール

C社：1/3ルール

D社：1/2ルール

企業によってルールがバラバラ 企業のルールごとに出荷日を
調整

小売各社 メーカー・卸売

調整業務の負担増加

③ 対応と状況

・ヤオコー・ライフコーポレーション ⇒ 1/2ルール採用済み

・サミット・マルエツ ⇒ 採用に向け検討

17

(3) 納品期限の緩和(1/2ルールの採用)について





5. 取り組み実行に向けての対応
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対 応 項 目 サミット マルエツ ヤオコー ライフ

① 定番商品発注のデータ受信前倒し 〇 〇 〇 〇

② 特売品・新商品のリードタイム確保 × 〇 × ×

③ 「1/2ルール」への統一 × × 〇 〇

④ 流通BMS導入による業務効率化 〇 〇 〇 〇

• ①・④については既に解決済み
• ②・③について各社対応開始

 協議開始時点の各社の状況
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 「1/2ルール」への統一 各社の状況と対応

サミット・マルエツの2社が未導入
ヤオコー・ライフより導入後の状況やマスタの変更方法等の情報共有を
行い実施に向けてのハードルを下げる

サミット
【社内調整】

•営業会議の中において、首都圏4社協議会で共通の内容で取り
組む事の重要性を説明し理解を得る

• 2023年3月より随時変更

マルエツ
【社内調整】

• SDGsフードロス撲滅の観点から、商品部・店舗と認識を共有し、
4社での取り組み、影響等からも協力を得る

•店舗での日付管理運用方法も簡素化し作業軽減も図れた
• 2023年4月より随時変更





23

 特売・新商品のリードタイム確保 各社の対応

サミット
【課題】:特売の追加発注の物量予測が難しい
【社内調整】

•店長・チーフ会議等で重要性について説明を継続的に実施
•直近の発注データでは、事前発注:追加発注＝8:2に改善

ライフコーポレーション
【課題】:①特売発注の納品リードタイムが6営業日必要に対し1日短い

②定番未導入新商品の追加発注の物量予測が難しい
【社内調整】

•持続可能な加工食品物流実現のために「絶対にやらなければいけ
ない」事を商品部と共有

•商品部+物流部一体となって店舗に取組みの必要性を丁寧に説
明し理解を得る

•特売発注のリードタイムを5→6営業日に変更 2023年4月より
•定番外新商品は確定数で発注に変更 2023年4月より
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 特売・新商品のリードタイム確保 各社の対応

ヤオコー
【課題】:特売発注の納品リードタイムが6営業日必要に対し1日短い
【社内調整】

•商品部・販売部に変更の必要性を説明し理解を得る
•システムの変更スケジュールを確認し変更実施日を決定
•取引先説明会を実施し、取引先の理解を得る
•最終的にはリードタイムを2日延長 2023年5月中旬より変更
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 2023年3月16日 4社による記者発表会

① 持続可能な食品物流に向けた取り組みに関する発表
② 首都圏SM物流研究会発足の発表



6. 今後の計画
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 今後の取組みについて

◆目的

「2024年問題」をはじめとする物流危機を回避し、

地域の生活を支える社会インフラとしての責務を継続して果たすため、

物流分野を各企業間の「競争領域」ではなく「協力領域」と捉えて、

各社の協力による物流効率化策を研究・検討する

◆参加企業

サミット(株)・(株)マルエツ・(株)ヤオコー・(株)ライフコーポレーション

◆発足日

2023年3月16日

◆取り組み内容

•各社協力による物流効率化策

•サプライチェーン全体の効率化につながる施策

 首都圏SM物流研究会の発足
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 第1回研究会の内容・決定事項
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研究・検討内容について

• サプライチェーン上の全体最適が図れる改善をする
• そのためにメーカー・卸売業の方々とも情報共有を行い、一番の困り
事と改善効果の高い課題を優先的に解決する

• SM業界のみの部分最適課題も各社間で情報共有を行い解決する

新規入会の条件

• 今回の4つ取り組みについて解決済みか解決予定済みを最低限の
条件とする

• 必要以上に入会のためのハードルは上げない
• 取り組みについての経営層の理解は必須とする
• ある段階でまとまりが無くならないように社数の上限は今後設ける



以上
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首都圏SM物流研究会


